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Ⅰ　研究課題の設定

　2017年３月に小学校・中学校の学習指導要領が

改訂され，翌年の３月には高等学校の学習指導要

領が改訂された。今回の改訂では，学習指導内容

の精選・厳選だけではなく，学校教育で学んだこ

とを社会に出てから生かすには，どのような資質・

能力を育成する必要があるのか。コンテンツベー

スからコンピテンシーベースでの改善が行われ

た。「知識・技能」を習得し，未知の状況にも対

応できる「思考力・判断力・表現力」を活用し，

学んだことを人生や社会に生かそうとする「学び

に向かう力，人間性など」の３つの力を育むこと

を目的として改訂されている。

　特に，グローバル化や少子高齢化など変化の激

しい時代を生きる生徒が，社会に出てから，自立

した生活を営み，社会の一員として生きていくた

めに，経済教育に関する基本的な概念や制度を学

ぶだけでなく，実社会・実生活の中でそれらの知

識や技能を活用することが求められる。また，生

活に不可欠な金融の分野において，自らの判断と

責任において，金融に関わっていくための金融リ

テラシーが求められている。

　今般，学習指導要領及び同解説において金融に

関する記述の充実が図られた。金融を通じて社会

の発展に寄与する態度や金融を活用できる能力

は，持続可能な社会の担い手として求められてい

る新たな能力でもある 。

　本稿では，高等学校新科目「公共」の授業準備

に向けて，金融経済教育の課題を明らかにすると

ともに，その解決のための支援を目的に，下記の

手順により研究課題を考察していくことにする。

①　新科目「公共」の基本的性格を明らかにし実

践的課題を明確にする。

②　新科目「公共」の授業準備のために，これま

での先行研究及び開発研究から課題を明らかに

する。

③　②で示した課題について，教育現場の実態調

査（全国調査）結果を参考に課題支援の在り方

を明示する。

④　「公共」の授業準備に向けた金融経済教育の課

題支援の外部環境整備の具体例を示す。

　
Ⅱ　新学習指導要領における新科目「公

共」の概要と金融経済教育の実践課題

　新科目「公共」の基本的性格と金融経済教育

の位置(目的・内容・意義)

①　新学習指導要領における新科目「公共」の基

本的性格

　新学習指導要領は，高等学校では2022（令和４）

年度から開始される。現行の公民科科目「現代社

会」を廃止して，新科目「公共」が新設されるこ

とになった。この科目の性格は，「人間と社会の

在り方についての見方・考え方を働かせ，現代の

倫理，社会，文化，政治，法，経済，国際関係な

どに関わる諸課題を追究したり解決したりする活

動を通して，グローバル化する国際社会に主体的

に生きる平和で民主的な国家及び社会の有為な形

成者に必要な公民としての資質・能力を育成す

る」という科目目標から読み取れる。 

　新科目「公共」は「現代社会」と同様に方法科

目としての性格が強い。「公共」や「公共性」を

理解したり暗記したりするのではなく「諸課題を

追究したり解決したりする活動」により生徒の主

体的な学びを重視する性格が特色となっている。

新科目「公共」の基本的性格をまとめると次のよ

うな資質・能力像，指導内容の構成，学習活動に

なる。特に金融経済教育との関連から記す。
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【目標として目指す資質・能力像】

現代の金融経済の諸課題に関連する概念や理論

の理解と選択・判断などの技能を目標とする。

金融経済の課題に関して思考・判断する力，議

論する力，説明する力を重視する。

よりよい金融経済社会の実現を目指す態度と自

覚を促す。

【指導内容の構成】

指導内容はＡ「公共の扉」，Ｂ「自立した主体

としてよりよい社会の形成に参画する私たち」，

Ｃ「持続可能な社会づくりの主体となる私たち」

の構成となる。Ａでは幸福，公正などの概念に

着目した学習，Ｂでは経済的主体として金融経

済社会の形成にどのように参画できるかの学

習，Ｃでは持続可能な社会づくりの主体として，

「金融経済の課題をどのように解決していく

か」を提案する学習などが考えられる。

【学習活動】

金融経済に関する概念や原理を理解・活用して

公共的な空間をつくりだす経済的主体として課

題探究学習を重視する。

②　新学習指導要領における金融経済教育の位置

ア．金融経済教育の目的

　今回の改訂においても「グローバル化」の進展

が強く意識されている。経済活動は急速な技術革

新を伴い，貿易の拡大により世界的規模の経済発

展が目指されている。そこで経済活動とリンクし

ている金融の働きが，一層重要になっている。

　学習の目的は「現代の経済社会における金融の

意義や役割を理解できるようにするとともに，金

融市場の仕組みと金利の働き，銀行，証券会社，

保険会社など各種金融機関の役割，中央銀行の役

割や金融政策の目的と手段について理解できるよ

うにする」が，金融経済教育の目的となる 。

イ．金融経済教育の内容

　学習内容は，上記の目的に示されている内容に

ついて，生徒にとって身近で具体的な事例を活用

する。金融が経済主体間の資金の融通であり，金

融を通して経済活動が活性化すること，金融は家

計や企業からの資金を様々な経済主体に投資する

ことで資本を増加させ，生産性を高め社会を豊か

にしていることなどを学ぶ。具体的な課題の問い

としては「起業のための資金はどのようにすれば

確保できるのか」，「中央銀行はデフレーションに

対処するためにどのような政策をとっているの

か」などが考えられる。

ウ．金融経済教育の意義

　政治，経済の現象は生徒にとって理解が難しい

と言われている。政治の現象は日常的ではあるが，

高度な合意形成や意思決定に関する議論や政策決

定過程は見えづらい。しかし，経済活動に関して

は，子どものころから消費者としてお金を使い，

財やサービスを購入する体験を日々実践してい

る。しかし今日では，フィンテックと呼ばれる

IoT，ビックデータ，人工知能といった技術を

使った金融サービス，クレジットカードや電子マ

ネーの利用など，金融制度改革や金融政策の変化

は，専門分野の職業人を除き一般の市民や高校生

にとって分かりにくくなっているのが現状である。

　そこで，グローバル経済の中で急激な変化に対

応しつつ豊かな経済社会の創造に主体的に関わる

消費者として，高校生が金融経済教育を学ぶ意義

は大きい。現代社会に生きる人間として欠くこと

のできない課題でもある。グローバル経済は，国

の内外で経済的格差を広げ，世の中の変化に取り

残される人々が増加し，生活不安がますます増え

てきている。このような現況では，自分の身を守

る意味でも積極的に金融経済教育の意義を再確認

して，教師も生徒も課題に対応していくことが必

須となっている。新科目「公共」の意義は，大き

いと言える。

　新科目「公共」における実践的課題

　新科目「公共」において金融経済教育を実践し

ていくために，学校教育現場の公民科教員はどの

ような実践課題を持っているのであろうか。

　そこで「新科目『公共』の授業準備における金

融経済教育の課題」について，学校現場の教員の

意識はどのようになっているのか。全国規模で行

われた実態調査を紹介し，より客観的な課題を明

らかにして，支援の在り方を提案してみたい。

　次頁の表１は，「金融経済教育を推進する研究

会」（座長は吉野直行慶應義塾大学名誉教授・ア

ジア開発銀行研究所長）が2014年４月に発表した

「中学校・高等学校における金融経済教育の実態

調査」（以下，本調査と表記） の概要である。
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　金融経済教育の学習内容の問題点

　表２は，「現在行われている金融経済教育の学習

内容について，どのような問題があるか」との問

いに対する回答結果であるが，「特に問題は感じな

い」は全体で5.5％にとどまっており，ほとんどの

教員が何らかの問題を感じていることが見てと

れる。

　高等学校公民科の教員においては，「用語・制

度の解説が中心となってしまい，実生活とのつな

がりを感じにくい」との回答が６割以上と最も多

く，「金利や金融商品の種類，リスクとリターン

の関係など，実践的な知識が少ない」が約４割と

なっている。また，「知識は身に付くが，能力や

態度が身に付きにくい」と回答した教員も３割を

超えている。

　この傾向は，中学校社会科や中学校・高等学校

の家庭科担当教員においても見られる。これらの

教員は，生徒が金融や経済について学んだ知識が

実生活や実社会の中で生かせないのではないかと

の危惧を抱いていることが明らかとなっている。

生徒が金融や経済に関して学んだ知識を実生活や

実社会の中で活用できるようになるためには，知

識を重視した用語説明ではなく，生徒が実際に活

用する場面を想定し，自分事として捉えて考察・

理解する学習が重要となる。このことは，今回の

学習指導要領の改訂により新たに設けられた「公

共」の科目「よりよい社会の実現を視野に，現代

の諸課題を主体的に解決しようとする態度を養う

とともに，多面的・多角的な考察や深い理解を通

して涵養される，人間としての在り方生き方につ

いての自覚などを深める」という科目目標にも合

致する課題であることが見えてくる。

　また，次の頁の表３は，表２で示した学習内容

を具体的な授業として実践していくために，本調

査において「金融経済教育を授業で実施するため

に，どのような支援があればよいと思いますか」

との問いに対する回答結果である。

　回答では，９割以上の教員が支援を必要と考え

ている。具体的な支援内容としては「平易な内容

で生徒が利用しやすい副教材」が最も多く，次い

で「金融経済教育の知識を得ることのできる教員

向け研修会」，「インターネットを通じた一層の情

報提供」，「外部講師の派遣」と続いている。

　支援の課題は，「副教材」の提供，「研修会」の

企画，「情報提供」「外部講師の派遣」がキーワー

ドであることが明らかとなった。

　副教材のビデオ制作などにおいては，経済的主

体となる私たち（高校生）の視点を中心に，探究

できるような教材を提供し，課題探究が行えるよ

うな支援が求められる。また，金融経済に関する

研修会や情報の提供，また関連する専門分野の外

部講師の派遣は，金融経済に関する課題解決過程

において，教師支援の大きな課題となることが明

確になった。
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表１　「中学校・高等学校における金融
経済教育の実態調査」の概要 

〇「中学校・高等学校における金融経済教育の実態調査」

のねらい。

　全国の中学校・高等学校における金融経済教育を推進

するためには，まず，金融経済教育（本調査においては，「金

融や経済の様々な働きを理解し，それを通じて社会や自分

自身の生活・人生について考え行動する，生きる力を身に

付ける教育」と定義）に関する教育現場の現状や教員の意

識などを把握する必要があるとの認識から，全国調査を実

施した。

〇調査の概要

　本調査は，2013年12月から2014年１月にかけて，全国の

中学校（10,629校）の社会科，技術・家庭科の担当教諭，

全国の高等学校（5,150校）の公民科，家庭科の担当教諭

及び全国の商業科設置の高等学校（662校）の商業科担当

教諭を対象として，アンケート用紙を郵送する自記形式に

より実施した。発送した調査票総数32,220通に対し，回答

は4,462通であった（回収率13.8％）。

表２　金融経済教育の学習内容にどのような
問題があると思うか（複数回答）  

特に問題は
感じない

…

金利や金融
商品の種類，
リスクとリ
ターンの関
係など，実践
的な知識が
少ない

学校の教育
計画での金
融経済教育
が特定の学
年・時期に
偏っており，
継続的な学
びができな
い

知識は身に
付くが，能力
や態度が身
に付きにく
い

用語・制度の
解説が中心
となってし
まい。実生活
との繋がり
を感じにく
い

5.528.331.640.955.0全　体

6.024.732.342.155.6中学校学
 校
 別 4.135.030.937.453.7高等学校

6.730.733.439.158.0中学校社会科

担
 当
 教
 科
 別

4.915.930.546.452.3中学校技術・家庭科

3.739.731.834.661.9高等学校公民科

3.530.431.140.747.3高等学校家庭科

9.242.225.731.255.0高等学校商業科

金融経済教育を推進する研究会「中学校・高等学校における金融経
済教育の実態調査」2014年より



　経済的主体として金融にかかわることの意義

　　－生徒にとって身近な金融に関する課題－

　既述したように「公共」の目標には，「現代の

諸課題を追究したり解決したりする活動を通して

…（中略）…国家及び社会の有意な形成者に必要

な公民としての資質・能力を育成すること」が掲

げられている。

　生徒が金融経済に関して学んだ知識を実生活や

実社会の中で活用できるようになるため，「公共」

の学習指導要領に記載されている「現代の諸課題」

に関連する内容の中から，特に金融と関わりの深

い項目について，生徒に考察・理解させたい内容

の整理を試み，教師支援の課題を明確にしたい。

①　「産業構造の変化の中での起業」の記述に関

して

　職業選択の視点から，生徒は社会に出てから企

業等に雇用されるだけでなく，自ら起業するとい

う選択肢があることへの気付きや，起業のために

必要な資金調達の方法などについて理解する必要

があると考える。例えば，資金調達の方法には，

金融機関からの借入れだけでなく，株式や債券の

発行，ベンチャーキャピタルからの出資受け入れ

のほか，インターネット等を通じて多くの人から

少額ずつ資金を集めるクラウドファンディングな

ど様々な方法があることから，これらに関する知

識・理解も必要になる。

　また，起業後に事業を拡大するなどして，より

多くの資金が必要となった際は，株式を公開（上

場）することにより，効率的に資金を調達するこ

とができ，上場するためには，会社の財務内容が

良好であるなど，証券取引所が定めた一定の条件

（上場基準）を満たす必要があることにも触れる

必要がある。そして株式公開や企業会計の開示の

意義について考察させることにより，起業する

側・起業を支える側の双方が，経済変化の中で起

業に求められていることを考察・理解させたい。

②　「金融を通した経済活動の活性化」の記述に関

して

　起業やその後の企業の事業活動に直接，自らの

意思で資金を提供する株式投資の意義・役割につ

いて理解することが重要である。新たな価値の創

造や，環境への配慮など社会的課題の解決に取り

組んでいる企業等への投資など，個人が投資に

よって企業の活動や起業を資金面から支えている

ことは，成長資金の供給を通じて社会に参画し，

結果として，自分が将来的に実現させたい社会を

作っていくことにも繋がっていくことについても

考察・理解させることが重要となる。

　なお，起業後間もない会社は実績も乏しく，事

業の成否も不透明であることが多いため，そのよ

うな会社への投資は，上場会社などへの投資と比

べて高いリスク(不確実性)を伴うということも，

考察の中で触れる必要がある。

③　「社会保障の充実・安定化」，「財政の持続

　可能性」の記述に関して

　学習指導要領では，自助・共助・公助などによ

る社会基盤の強化を扱うこととされているが，自

助に関しては，2001年の確定拠出年金制度導入以

来，同制度を導入する企業は年々増え，企業型年

金の加入者数は約722万人（2019年11月末速報

値）に上っている。このことは，生徒が社会人

になった時から，好むと好まざるとにかかわらず，

自らの老後資金を運用するために金融商品を選択

しなければならない場面に，直面するケースが増

えていることを意味している。

　なお，自助に関しては，投資は「まとまった資

金がないとできない｣，「一部の金持ちが行うこと」

と考えている者が多いという調査結果がある

が，金融商品を活用した資産形成は，少額からで

も行うことができることや，長期・積立・分散の

手法を取り入れることが効果的であることなどに

ついても，理解しておく必要がある。働いて収入
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表３　金融経済教育を授業で実施するためにどのよう
な支援があればよいと思うか（複数回答）  

特に必要な
い

…

イ ン タ ー
ネットを通
じた一層の
情報提供

外部講師の
派遣

金融や経済
の知識を得
ることので
きる教員向
け研修会

平易な内容
で，生徒が利
用しやすい
副教材

1.624.225.731.074.3全　体

1.624.627.328.875.6中学校学
 校
 別 1.823.422.336.170.9高等学校

2.330.122.724.575.6中学校社会科

担
 当
 教
 科
 別

0.717.733.134.175.8中学校技術・家庭科

3.325.221.135.367.0高等学校公民科

0.522.120.637.076.0高等学校家庭科

2.122.936.435.760.0高等学校商業科

金融経済教育を推進する研究会「中学校・高等学校における金融経
済教育の実態調査」2014年より



を得ることはもとより，金融商品の選択・活用に

よる資産形成も行いながら，自らの家計の経済基

盤を確立していく“自助”により，経済主体の一

つである家計が豊かになることが，ひいては，社

会保障の充実・安定化及び財政の持続可能性にも

つながることを考察・理解させたい。

④　「選挙権年齢及び成人年齢の引下げ」の記述に

関して

　既に18歳の高校生が選挙権を行使する機会が発

生しており，生活に直結する各政党の経済政策や

財政政策を判断するために，経済や金融に関する

知識・理解の活用が求められている。また，民法

改正が行われ成人年齢の引下げ（2022年４月１日

より18歳）により，親権者の財産管理権や契約取

消権が及ばなくなる時期が早まり，高校生も契約

主体となることに伴う判断・行動・責任が求めら

れるようになる。金融技術等の進展により，今後

ますます，様々な金融商品・サービスが提供され

るとともに，それらに容易にアクセスできるよう

になっていくことが想定される。そこで，うまい

儲け話などで消費者・投資家を騙す悪徳業者によ

る詐欺被害に遭わないためにも，取引先が当局の

登録等を受けた正規の金融機関かどうかを確かめ

ることや，騙しの手口に対して金融商品のリスク

とリターンの観点などからローリスク・ハイリ

ターンはあり得ないことや，「元本保証で高利回り

といったうまい話はない」と気付くことなど，金

融リテラシーとしての「できる力などを身に付け

る」学習が必要となっている。

Ⅲ　これまでの社会科教育研究，公民教育

研究，金融経済教育の成果

　－何が達成できていて，何ができていないのか－

　先行研究（実践研究を含む）においてどのよ

うな課題が指摘されてきたか

　日本公民教育学会，日本社会科教育学会，全国

社会科教育学会など社会系教科教育の学会誌には

数多くの理論研究及び小中高の実践が報告されて

いる。山根栄二，栗原久，宮原悟らによる外国の

金融経済教育の調査・研究も報告され，イギリス，

アメリカ，オーストラリア，ドイツなどのカリキュ

ラムも報告されている。

　表４は，日本公民教育学会誌「公民教育研究」

に掲載された経済教育をテーマとした掲載論文

（研究ノートを含む）をまとめたものである。

　研究論文は11編，研究ノートは４編であったが，

第８号から第17号までの１０年間は法教育が注目

された時代であり，金融経済教育に関する論文等

の掲載が無かった。

　そこで，今回は他の社会系教科教育の学会誌を

対象とした分析ではなく，上記「公民教育研究」

について金融経済教育に関する①目標，②学習内

容（教材），③学び方・学習方法（指導方法），

④学習評価の観点から掲載論文を抽出し，課題を

まとめてみる。

①　資質・能力に関する目標

　目標に関しては，資質・能力育成と関連する。

金融経済教育においてどのような学力を育てるの

かは，金融経済教育が盛んな欧米諸国との比較研

究から示唆を受けることができる。日本の経済教

育では，経済学の基本的な概念や制度理解に力点

が置かれ，実生活と関連付けたリテラシーの育成

は見方・考え方の育成目標に留まっている。同学

会誌では，目標に関しては，越田年彦の1編しかな

かった。

②　学習内容（教材）

　学習内容（教材）に関しては，新科目「公共」

の内容Ｂ「自立した主体としてよりよい社会の形

成に参画する私たち」で示された４つの主体（政

治，経済，法，情報）の中で，経済的主体を他の

主体と関連付けて課題探究ができる内容として課

題の設定，すなわち教材開発においても経済的主

体となる私たちの視点を中心に考察・理解できる

― ５ ―

表４　日本公民教育学会誌「公民教育研究」に掲載
された金融経済教育関係論文数　　　　  

10987654321号

0002111010論　文

0000000010ノート

20191817161514131211号

0000000000論　文

0020000000ノート

計262524232221号

11020102論　文

4100000ノート



ような探究課題の設定が求められる。

　この点に関して参考となるのが，同学会が中心

となり文部科学省科学研究費補助金を得て取り組

んでいる経済的主体に関する内容開発及び課題設

定がある。保立雅紀が開発した学習内容は，「公

共」で示された４つの主体に関する意識調査の比

較・分析から内容構成の新たな試みとして注目さ

れる。なお，カリキュラムを含めた内容構成に

ついては，栗原久（科学研究費補助金（基盤研究，

2004-2006），成果報告書）が指摘した日本の中高

の経済教育内容にほとんど変化がなく，アメリカ

では経済教育から金融教育に力を入れ，金融経済

教育カリキュラム開発が進んでいるとの指摘に注

目したい。

③　学び方・学習方法（指導方法）

　学び方・学習方法（指導方法）に関しては，「公

共」の授業準備のためには，持続可能な社会形成

として社会参画の視点が学習方法に取り入れられ

なければならない。特に，現代社会の諸課題の探

究・解決として金融を通した社会参画の観点から

は，具体的な教材を開発して金融経済のリテラ

シーを育成する必要がある。参考となる経済社会

への参画を試みた実践として，丸山和義が開発し

たグローバル経済社会に対応した資質や能力を高

める起業家教育実践がある。具体的な実践の中

身はリアルタイムでタイ・チェンマイ市の市民と

テレビ会議で国際交流を行い，ローカル/ナショナ

ル・グローバルな見方・考え方から参画の態度を

育成している。

④　学習評価

　学習評価に関しては，新科目の性格上，知識・

技能と共に思考力・判断力・表現力を総合的に評

価できるパフォーマンス評価やポートフォリオ評

価の活用が重要となる。この点の研究に関しては，

近藤由紀彦・近藤恵が開発実践した商品開発ゲー

ムにおける子どものプレテスト，ポストテストを

実施して，因子分析評価における子どもの意欲・

関心を高めた実践報告が注目される。

　以上，限られた学会誌の検討・分析であったが，

公民科新科目「公共」に関する授業準備のための

課題は，公民科や消費者教育など関連する内容を

教えている他教科の授業課題とも深く関連してい

ると予想される。そこで，ここではこれまでの支

援の課題についてと授業づくりの実践課題につい

て，公民科の担当教員がどのような課題支援を望

んでいるかを明らかにするために，公民科教員の

授業開発及び試行的実践事例から課題を再検討

し，金融経済教育の課題支援の要点をより明瞭化

していくことにする。

　公民科教員の実践開発からみた課題

　ここでは日本公民教育学会が取り組んだ開発研

究プロジェクトにおける金融経済教育関連の事例

を紹介して，その実践課題から支援を探りたい。

　大塚雅之教諭は，モデルプラン「金融の働き」

について，解説書の事例として示されている「起

業のための資金はどのように確保できるか」を開

発した。解説書では具体的に起業に際してどの

ように資金を調達すればよいか，起業の企画書と

資金調達を企業側と資金調達側に分かれて企業経

営と金融との関係を理解できるようにすることと

説明している。

　３時間構成の開発単元は，第１次「金融の仕組

みを理解する」，第２次「起業案を発表する」，第

３次「投資家，銀行員はどのような視点で投資，

貸付をするか」の構成であり，単元の独自性を次

のように示し，実践開発を行っている。

ア．基本理念の生かし方 : 資金が必要なところへ

流れることによる社会全体の利益を吟味する。

イ．基本概念 : 協働，技術革新

ウ．主題 : 起業と資金調達

エ．問い : 「起業家としてどのように資金を集め

るか」起業家としてビジネスプランを発表させ

た後に，もしも自分が投資家ならばどうするか，

もしも自分が銀行員ならばどうするかといった

具合に，多角的に金融のしくみを考察させる場

面を設ける。その上で，望ましい金融のしくみ

について構想させる。

  大塚プランは，これまでの公民科科目の実践を

踏まえ「公共」のねらいに則して開発したもので

あるが，実践による検証は行われていない。開発

の要点は起業について，理解⇒体験的な起業案作

成⇒模擬体験である。

　また，徳島県立鳴門高等学校の山本義裕教諭は，

文部科学省教育課程研究指定校事業（平成31年度）
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において，大項目Ｂ「自立した主体としてよりよ

い社会の形成に参画する私たち」で示された事柄

の中で「多様な契約及び消費者の権利と責任」に

おける「主体的・対話的で深い学び」の授業を開

発し実践（令和元年11月「現代社会」で実施）し

た 。   徳島県が消費者庁の誘致を進めていること

を受けて，関連する関係諸機関などとの連携・協

働を意識した展開を行い，消費者行政の専門家か

ら講演を聞く事前学習を取り入れ，消費者トラブ

ルについて話し合う授業を実践した。

　実践後の協議において，課題として指摘された

のは次の３点であった。

専門家の講演をどのように授業内容(展開)に活

用したのか。この点は，実践課題の支援の要点

となる。

生徒主体の課題探究学習の進め方において，教

師の教授過程と生徒の主体的な探究活動の確保

について議論を行った。

課題を追究したり解決したりする活動の評価を

どのように工夫するか。

　以上，限られた先行の授業開発及び実践から見

えてきた支援のための課題は，次の２点になる。

　第１は，生徒の主体的な学びを実現する教材の

開発の重要性。公民科教師に開発の時間的な余裕

があるのかも課題となる。

　第２は，外部の専門家との連携と評価について

である。専門家との連携は非常に重要である。

　金融経済教育の実践的課題

　金融経済教育の実践的課題については，社会科・

公民科教育の他分野の教育課題と共通するものが

多いと考えられる。特に，金融経済教育の分野に

関連させて，実践課題についてこれまでの考察を

踏まえてまとめると，次のような事項がある。

①　目標の設定と教材について

　「公共」の目標としての三つの柱を具体化し，

公共を担う形成者としての課題探究に相応しい金

融経済教育の教材を開発，位置付けるかが課題と

なる。教師の教材開発力の課題である。

②　学び方・学習方法について

　「公共」は「現代社会」を引き継ぎ，学び方を

重視した新設科目である。生徒が学校での学習を

活用して実際の社会経済生活の中で，課題を見付

け自ら調べたり，解決を試みたりする実践的な学

びを金融経済教育の教材を活用して身に付く学習

方法を定着させなければならない。

③　学習評価について

　新科目の性格を受け，知識及び技能，思考力・

判断力・表現力等，主体的に学習に取り組む態度

の項目における評価規準をルーブリックとして設

定し，パフォーマンス評価なども加え生徒が自ら

の学びを振り返る評価の工夫も取り入れたい。

Ⅳ　金融経済教育を授業で実施するため

の支援の事例

　先の表３から，多くの教員は，金融経済教育を

授業で実施するためには専門家や関係諸機関など

との連携・協働が必要であると考えている。金融

経済の課題について，生徒自身が自分事として捉

えて考察する学習を実施するためにも，専門的な

知識を持つ機関等からの情報提供が有効な手段と

なり得ることを確認してきた。既に，多くの金融

機関や金融関係諸機関によって，体験型教材の提

供や研修・セミナー等，様々な取り組みが行われ

てきている。

　そこで，これまで述べてきた実践に向けての課

題の解決のために，既に支援に乗り出してきてい

る日本証券業協会（以下，本協会と表記）におけ

る支援の取り組み事例を紹介し，その効果につい

て具体的な調査の意見等を参考に，最終的に授業

準備に向けてどのような支援が求められるか，材

料を提起する。

　教材の開発・提供

①　副教材の概要

　本協会では，金融・証券に関する内容について，

教員が授業の副教材として使いやすく，平易な内

容で生徒が理解しやすい各種教材を無償で提供し

てきた。事例を紹介すると，「株式会社をつくろ

う！～ミスターⅩからの挑戦状～」は，株式会社

の経営，資金調達の体験学習を通して株式会社の

仕組みや直接金融の役割を学ぶ内容であり，グ

ループワークを通じて，会社の企画や資金調達に

ついて考えさせたり，経済ニュースが企業業績に

及ぼす影響等について生徒に議論させたりする内

容になっている。
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　また，「ケーザイへの３つのトビラ」は，Ａ「会

社経営者としてテーマパーク再建の方針を話し合

い，株主に説明する内容」，Ｂ「貿易船を仕立て

て航海に出るための資金調達を行う内容」，Ｃ「バ

ブル経済の発生から崩壊を，金利や為替の動きと

ともに振り返る内容」の３つのテーマを扱った体

験型教材であり，各テーマ１時間扱いで，グルー

プワーク等を通じて金融経済を学ぶことがで

きる。

　これらの副教材は，「主体的・対話的で深い学

び（アクティブ・ラーニング）」の視点を意識し

た授業を行うことができ，今日の授業改善に役立

てることが可能となる。

②　体験型教材の活用校アンケート結果

　表５は，２つの体験型教材を実際に授業に活用

した教員のアンケート結果である。

　それによると，両教材とも，導入目的は生徒に

「株式会社・金融・経済を身近に感じてもらいた

い」，「アクティブ・ラーニングを通じて理解を深

めたい」「主体的な学びをさせたい」が上位となっ

ている。

　表６は，導入目的を達成できたかとの設問に対

する回答である。株式会社や金融の仕組み，役割

について「生徒の理解が深まった・興味を持った」

と感じた教員が約８割に上っているほか，約３割

の教員が「（生徒が）自分の意見や考えをもって

授業に取り組むようになった」という効果を感じ

ている。

　同教材は，前述した金融経済教育の実態調査か

ら見た新科目「公共」の授業準備の課題で示した

内容を含んでいるが，このような結果から，抽象

的になりがちな金融・経済の事象について，体験

的に学習することにより，生徒の理解を深めると

ともに，関心を高めるという学習効果が得られて

いると考えられる。今後，社会保障の充実や財政

の持続可能性の内容に関する副教材の開発・提供

が求められると考えられる。特に，「金利」や「為

替」の課題については，高校生にはその動向が実

生活で実感できにくい問題であり，教材開発の意

義は大きいと言えると考えている。

　教員向けセミナーの開催

①　教員向けセミナーの概要

　本協会では，従前から中学・高等学校の教員方

を対象に，教員の金融経済教育の理解を深めるた

め，国内外の経済及び金融・資本市場に関する専

門家の講義のほか，教材を使ったワークショップ

や工場見学など体験的なプログラムも取り入れ毎

年，学校の夏休み期間中に全国主要都市において

セミナーを開催してきた。

②　教員向けセミナー参加者事後調査結果

　2018年度の「教員向けセミナー」に参加した教

員を対象に，セミナーの５か月後に，セミナーの

内容を実際の授業で活用したかどうかの調査を

行ったところ，約８割の教員が「授業に活用した」

あるいは「これから活用する」と回答している。

また，全ての教員が「生徒に良い影響を与えるこ

とができた」，「自身の指導において良い影響が表

れた」と回答しており（資料），具体的には，生

徒に関しては「経済を身近に感じるようなった」，
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表５　体験型教材の導入理由について
（複数回答）　　　　　　

３つの
トビラ

ミスターＸ導   入   理   由

77％75％
株式会社・金融・経済を身近に感じて
もらい関心を持たせるため

58％57％
アクティブ・ラーニングを行うことに
より学習内容の理解を深めるため

53％56％生徒に主体的な学びをさせるため

54％55％
株式会社の仕組みや役割を学習できる
ため

37％30％教科を学ぶ意欲を高めたかったため

29％24％
授業での学習内容を復習として体験学
習させ，知識の定着を図るため

－5％
中学校の学習指導要領改訂に伴い起業
教育を授業に取り入れたかったため

表６　体験型教材の学習効果について
（複数回答）　　　　　　

３つの
トビラ

ミスターＸ学    習    効    果

80％81％
株式会社や金融の仕組み，役割につい
ての理解が深まった・興味を持った

34％52％企画力や表現力，協調性などが高まった

37％38％
経済事象（景気・外国為替など）につ
いて理解が深まった，興味を持った

27％32％
自分の意見や考えをもって授業に取り
組むようになった



｢自ら考えて主体的に学ぶ意欲にもつながってい

る」などの回答があった。また，教員自身に関し

ては「説得力ある授業展開が可能になった」，「セ

ミナーで刺激を受けた」などの回答が得られた。

　この結果から，教員側に対しては「生徒の興味・

関心を喚起するような，授業に役立つ情報を提供

する」という点において，一定の効果があったと

考える。教員の授業改善に役立つのは，「生徒が

興味・関心を持ち体験的に学べる教材」の提供で

あると考えている。金融経済に関する教材では体

験的な学びが有効となることが確認できた。

Ⅴ　授業準備に向けた金融経済教育の課

題支援

　最初に，本研究の考察の手順から授業準備に

向けた金融経済教育の課題支援をまとめる。

①　新科目「公共」の基本的性格を明らかにし，

実践的課題を明確にするについては，学習指導要

領解説を参考に，生徒の生活と結び付けた教材を

活用し，生徒が主体的に学びを創造する方法科目

の性格をどのように生かすかの課題を示した。

②　新科目「公共」の授業準備のために，先行研

究及び開発研究から課題を明らかにするでは，公

民教育研究の成果及び日本公民教育学会科研プロ

ジェクト開発研究と指定研究(文部科学省)の実践

から課題を示した。今後は日本社会科教育学会誌

や全国社会科教育学会誌及び地方の社会系教科教

育の学会誌もリサーチしながら，優れた研究及び

実践から示唆を得ながら，支援の在り方を一層充

実さなければならないだろう。

③　②で示した課題について，教育現場の実態調

査（全国調査）結果を参考に課題支援の在り方を

明示するでは，具体的な調査研究のデータから，

どのような支援が求められ，それに対して実施し

てきた教材提供，セミナーや外部人材の活用例を

示し，事後のアンケートからその有効性を示した。

そして，「公共」の授業準備に向けた金融経済教

育の課題支援の具体例を示すに関しては，改めて

下記の２点が重要と考えている。

　１つ目は，授業実践に向けた教員研修(教員向け

セミナー)の実施である。２つ目は，外部人材と

の連携と活用及びＩＣＴ等の活用支援である。

　最後に，簡単に成果と課題を述べ，本稿の小括

を行う。

　金融経済教育の課題解決に向けた支援の具体例

を示すことについては，教材の開発と提供及び教

員向けセミナーの実施状況から評価できる。前者

の教材の開発では，今次の学習指導要領の改訂が，

主体的・対話的で深い学びを授業改善のキーワー

ドにしていることからも，生徒の学びの主体性や

教材に仲間同士で対話的に解決に取り組みなが

ら，新たな知識や技能を獲得する深い学びが期待

される。この点からも専門的な知見を活用した教

材の開発により，学校現場の公民科教師などに活

用を呼びかけ広く普及させる支援は，意義が大き

いと言える。また，現場教師の教材開発時間の不

足をどのような支援で補うかの観点から，専門的

知識を生かした教材開発と提供は，有効な支援と

なり得ると考えている。

　後者のセミナーに関しては，参加者が授業改善

に役立てていることと，生徒の主体的な学ぶ意欲

の向上に役立てていることが，アンケート結果か

ら明らかとなった。教員は一生，学び続ける教員

として，常に新たな教材開発にチャレンジしてい

く研修の位置付けが重要になることから，研修の

機会としてセミナーを開催していく意義が今後も

あると言える。

　また，公民科新科目「公共」の実践を視野に入

れながら，「社会に開かれた教育課程」（専門家と

の連携・協働，外部リソースの利用）のねらいと

― ９ ―

資料(グラフ)　セミナーに参加した教員が
　　　　　実感した効果（複数回答）



― １０ ―

【付記】

　本論文は，西村が全体構成案を作成するとともに，Ⅰ，

Ⅱ  ，Ⅲ及びⅤを担当し，鎌田が具体的な調査結果と支援

活動を紹介するⅡ ～ ，Ⅳ及びⅤを担当した。

【註及び引用文献】

　中学校学習指導要領（文部科学省，2017年３月）及び

同解説（文部科学省，2017年７月），高等学校学習指導要

領（文部科学省，2018年３月）及び同解説（文部科学省，

2018年７月）。

　同上，高等学校学習指導要領解説公民編参照。

　同上，公民編参照。

　「中学校・高等学校における金融経済教育の実態調査報

告書」（金融経済教育を推進する研究会，2014年４月）。

　確定拠出年金の施行状況（厚生労働省，2019年６月30

日現在）。

　「証券投資に関する全国調査」（日本証券業協会，2015

年11月）。

　栗原久（研究代表者）「海外における金融経済教育の調

査・研究」『報告書』，平成26年３月参照。

　越田年彦「経済的現実理解を指導目標とする経済教育

の意義と課題」，日本公民教育学会『公民教育研究』第７

号，1999年，pp.1-14。

して，本協会の全国調査から明らかとなった支援

課題と支援取り組みの課題を紹介することによ

り，教育現場におけるこれからの授業実践の支援

の在り方を具体的な全国調査データから示すこと

ができたと考えている。

　以上が，本研究課題の考察の成果である。

　一方で，次代を担う生徒たちが，将来，金融を

通じてよりよい社会の形成に参画したり，金融を

学び実生活で活用したりしながら，自立した経済

生活を営んでいくためには，金融や経済に関する

知識・理解だけでなく，自ら判断し，身に付けた

知識を活用する力が金融経済教育支援により身に

付くことが最大の課題となる。このことを最後に

確認すると，今後の実践で検証することにより支

援の有効性を実証するしかない。支援の課題をよ

り学校教育の実践者と専門家や外部関係機関との

連携により，新科目「公共」における金融経済教

育の課題解決を軌道に乗せることが，支援の在り

方としての課題になると考えている。

　保立雅紀「新科目『公共』の４主体育成に向けた高等

学校公民科の学習指導」，日本公民教育学会『公民教育研

究』第25号，2017年，pp.77-90。

　栗原久「海外における金融経済教育の調査・研究」（科

学研究費補助金（基盤研究，2004年-2006年）。

　丸山和義「技術者倫理を志向した高等専門学校の倫理

教育」，日本公民教育学会『公民教育研究』第18号，2010

年，pp.109-118。

　近藤由紀彦・近藤恵「商品開発ゲームを用いた授業の

実践と効果」，日本公民教育学会『公民教育研究』第５号，

1997年，pp.81-94。

 「新科目『公共』を核とした公民教育を小中高等学校で

効果的に推進するための調査研究」『研究成果報告書』

(2017～2019年度科学研究費補助金(基盤研究Ｂ)，2020年

３月，pp.75-76。

　平成31年度教育課程研究指定校事業「課題を追究した

り解決したりする活動を通じて，資質・能力を育成する

単元構成の工夫改善に関する研究」における山本義裕教

諭の開発実践。

　「株式会社をつくろう！～ミスターⅩからの挑戦状～」

及び「ケーザイへの３つのトビラ」は，証券知識普及プ

ロジェクト事業（日本証券業協会，日本取引所グループ，

東京証券取引所，大阪取引所，名古屋証券取引所，福岡

証券取引所，札幌証券取引所，投資信託協会が参加）と

して提供。

【参考文献】

東京都高等学校公民科「倫理」「現代社会」研究会編著『「公

共の扉」をひらく授業事例集』清水書院，2018年。

西村公孝，梅津正美，伊藤直之，井上奈穂編著『社会科

教育の未来－理論と実践の往還』東信堂，2019年。
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